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Ⅲ．償却資産
記載事項の説明

１　納税義務者数に関する調
⑴　本調は、償却資産に係る固定資産税の納税義務者数を記載した。
⑵　「法定免税点」とは、法第351条本文の規定による免税点をいい、同条ただし書の規定を適用している市町村における実際の免税点をいうものではない。
⑶　「大都市計」とは、平成27年１月１日における地方自治法第252条の19第１項の指定都市及び東京都特別区の数値を合計したものである（以下の調において同じ。）。

２　償却資産の価格等に関する調
⑴	　本調は、法第351条本文の規定による免税点以上の償却資産について記載した。
⑵　「決定価格」、「課税標準額」及び「課税標準額の内訳」は、市町村ごとに千円未満の額は四捨五入したものの合計である。
⑶　「課税標準額」の欄には、法第349条の3、法附則第15条、法附則第15条の2、法附則第15条の3、法附則第16条の2、法附則第56条又は法附則第56条の２の規定の適用を受ける償却資産についてはこれらの規定に定める額、その他の償却資産については法第349条の2に規定する額を合計して記載した。
⑷　「同上内訳」の「市町村分の額」の欄には、「課税標準額」の「合計」のうち「道府県分の額」以外の額を記載し、「道府県分の額」の欄には、法第740条の規定によって道府県が課する部分の課税標準額を記載した。

３　市町村長が価格等を決定したもののうち課税標準の特例規定の適用を受けるものに関する調
⑴　「決定価格」及び「課税標準額」の欄の記載については、2の⑵及び⑶の例によった。
⑵　法第349条の3関係
①　「第2項（新線構築物）（新線立体交差化施設）」には、地方税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第9号。以下「平成21年一部改正法」という。）附則第8条第3項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第2項、地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第９号。以下｢平成15年一部改正法｣という。)附則第11条第６項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の３第２項及び地方税法及び国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関する法律の一部を改正する法律（昭和61年法律第94号。以下「国鉄関連改正法」という。）附則第3条第3項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第2項、地方税法及び国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関する法律の一部を改正する法律（平成16年法律第17号。以下「平成16年一部改正法」という。）附則第10条第6項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第2項を含むものであること。
②	　法第349条の3第14項の各区分は、次のとおりである。
ア　「①（青函・本四鉄道施設）」とは、法第349条の3第14項の規定の適用を受ける償却資産のうち、次の②から④までに掲げるものを除くものをいうものであること。
イ　「②（青函・本四新線構築物）」とは、法第349条の3第14項の規定の適用を受ける償却資産のうち、同条第2項本文の規定の適用を受けるものをいうものであること。
ウ　「③（青函・本四新線立体交差化施設）」とは、法第349条の3第14項の規定の適用を受ける償却資産のうち、同条第2項ただし書の規定の適用を受けるものをいうものであること。
エ　「④（青函・本四変・送電用資産）」とは、法第349条の3第14項の規定の適用を受ける償却資産のうち、同条第27項の規定の適用を受けるものをいうものであり、地方税法等の一部を改正する法律（平成17年法律第5号。以下「平成17年一部改正法」という。）附則第7条第8項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第35項の規定の適用を受けるものを含むものであること。
③　法第349条の3第20項の各区分は、次のとおりである。
ア　「①（特定地方交通線）」とは、法第349条の3第20項の規定の適用を受ける償却資産のうち、次の②から⑤までに掲げるものを除くものをいうものであり、国鉄関連改正法附則第3条第10項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法第349条の3第23項を含むものであること。
イ　「②（新線構築物）」とは、法第349条の3第20項の規定の適用を受ける償却資産のうち、同条第2項本文の規定の適用を受けるものをいうものであること。
ウ　「③（新線立体交差化施設）」とは、法第349条の3第20項の規定の適用を受ける償却資産のうち、同条第2項ただし書の規定の適用を受けるものをいうものであること。
エ　「④（河川事業鉄軌道用資産）」とは、法第349条の3第20項の規定の適用を受ける償却資産のうち、同条第15項の規定の適用を受けるものをいうものであること。
オ　「⑤（変・送電用資産）」とは、法第349条の3第20項の規定の適用を受ける償却資産のうち、同条第27項の規定の適用を受けるものをいうものであり、平成17年一部改正法附則第7条第8項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第35項の規定の適用を受けるものを含むものであること。
④　「第27項（変・送電用資産（鉄道事業用））」には、平成17年一部改正法附則第7条第8項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法349条の3第35項を含むものであること。
⑤	　旧法適用分の内容は、次のとおりである。
ア　「旧第13項（立体交差化施設）」とは、地方税法の一部を改正する法律（昭和46年法律第11号）附則第9条第3項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法第349条の3第13項及び地方税法の一部を改正する法律（昭和45年法律第24号）附則第6条第3項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法第349条の3第13項をいうものであること。
イ　「旧第18項（石油天然ガス・金属鉱物資源機構）」とは、地方税法の一部を改正する法律（平成23年法律第13号。以下、「平成23年一部改正」という。）附則第7条第2項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第18項をいうものであること。
ウ　「旧第19項（地下道又は跨線道路橋）」とは、地方税法の一部を改正する法律（昭和47年法律第11号）附則第8条第3項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法第349条の3第19項をいうものであること。
エ　「旧第21項（車庫構築物・立体交差化施設）」とは、平成17年一部改正法附則第7条第7項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第21項及び国鉄関連改正法附則第3条第3項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第22項をいうものであること。
オ　「旧第23項（農業・食品産業技術総合研究機構）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第3項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第23項及び地方税法の一部を改正する法律（平成7年法律第40号。以下「平成7年一部改正法」という。）附則第6条第5項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法第349条の３第27項をいうものであること。
カ　「旧第25項（日本電気計器検定所）」とは、地方税法等の一部を改正する法律（平成20年法律第21号。以下「平成20年一部改正法」という。）附則第10条第4項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第25項、平成15年一部改正法附則第11条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第28項及び平成7年一部改正法附則第6条第5項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法第349条の3第30項をいうものであること。
キ　「旧第26項（日本消防検定協会）」とは、平成20年一部改正法附則第10条第4項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第26項、平成15年一部改正法附則第11条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第29項及び平成7年一部改正法附則第6条第5項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法第349条の3第31項をいうものであること。
ク　「旧第27項（小型船舶検査機構）」とは、平成20年一部改正法附則第10条第4項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第27項、平成15年一部改正法附則第11条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第30項及び平成7年一部改正法附則第6条第5項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法第349条の3第32項をいうものであること。
ケ　「旧第28項（軽自動車検査協会）」とは、平成20年一部改正法附則第10条第4項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第28項、平成15年一部改正法附則第11条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第31項及び平成7年一部改正法附則第6条第5項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法第349条の3第33項をいうものであること。
コ　「旧第30項（情報通信研究機構）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第5項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の３第30項をいうものであること。
サ　「旧第31項（社会保険診療報酬基金）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第6項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第31項及び平成17年一部改正法附則第7条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第39項をいうものであること。
シ　「旧第32項（高圧ガス保安協会）」とは、地方税法の一部を改正する法律（平成19年法律第4号。以下「平成19年一部改正法」という。）附則第6条第2項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第32項、平成15年一部改正法附則第11条第11項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第36項及び地方税法等の一部を改正する法律（平成13年法律第8号）附則第8条第8項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第36項をいうものであること。
ス　「旧第32項（自動車安全運転センター）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第7項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の３第32項及び平成17年一部改正法附則第7条第10項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第40項をいうものであること。
セ　「旧第33項（郵便貯金・簡易生命保険管理機構）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第8項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第33項をいうものであること。
ソ　「旧第34項（有線放送電話業務用資産）」とは、平成20年一部改正法附則第10条第5項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第34項、地方税法等の一部を改正する法律（平成18年法律第7号。以下「平成18年一部改正法」という。）附則第13条第10項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第35項及び平成16年一部改正法附則第10条第12項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第39項をいうものであること。
⑶	　法附則第15条関係
①　「第１項（倉庫等）」には、平成23年一部改正法附則第7条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第1項を含むものであること。
②　「第２項（公共の危害防止施設等）」には、地方税法等の一部を改正する法律（平成26年法律第4号。以下「平成年一部改正法」という。）法附則第9条第3項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第2項地方税法等の一部を改正する法律（平成24年法律第13号。以下「平成24年一部改正法」という。）法附則第8条第3項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第2項、地方税法等の一部を改正する法律（平成22年法律第４号。以下「平成22年一部改正法」という。）附則第11条第3項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の附則第15条第3項、平成20年一部改正法附則第10条第6項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第3項、平成17年一部改正法附則第7条第12項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第5項、平成16年一部改正法附則第10条第15項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第5項、地方税法等の一部を改正する法律（平成14年法律第17号。以下「平成14年一部改正法」という。）附則第5条第12項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第5項及び地方税法の一部を改正する法律（平成11年法律第15号）附則第8条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第5項を含むものであること。
③　「第3項（国内航空機）」には、平成26年一部改正法附則第9条第4項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第3項を含むものであること。
④　「第5項（沖縄電力㈱）」とは、法附則第15条第5項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第1項の規定の適用を受けるものを除くものをいうものであること。
⑤　「第5項（沖縄電力㈱変・送電用資産）」とは、法附則第15条第5項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第1項の規定の適用を受けるものをいうものであること。
⑥　「第6項（大規模地震防災応急対策用資産）」には、平成26年一部改正法附則第9条第5項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第6項を含むものであること。
⑦　「第7項（日本貨物鉄道㈱の新造車両）」には、平成22年一部改正法附則第11条第11項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第17項を含むものであること。
⑧　「第8項（雨水貯留浸透施設）」には、平成24年一部改正法附則第8条第6項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第12項、平成22年一部改正法附則第11条第15項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第22項及び地方税法等の一部を改正する法律(平成27年法律第２号。以下｢平成27年一部改正法｣という。)附則第17条第１項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第８項を含むものであること。
⑨	　法附則第15条第13項の各区分は、次のとおりである。
ア　「①（特定鉄道事業譲受資産）」とは、法附則第15条第13項の規定の適用を受ける償却資産のうち、次の②から⑥までに掲げるものを除くものをいうものであること。
イ　「②（新線構築物）」とは、法附則第15条第13項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第2項本文の規定の適用を受けるものをいうものであること。
ウ　「③（立体交差化施設）」とは、法附則第15条第13項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第2項ただし書の規定の適用を受けるものをいうものであること。
エ　「④（河川事業鉄軌道用資産）」とは、法附則第15条第13項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第15項の規定の適用を受けるものをいうものであること。
オ　「⑤（変・送電用資産）」とは、法附則第15条第13項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第27項の規定の適用を受けるものをいうものであり、平成17年一部改正法附則第7条第8項により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第35項の規定の適用を受けるものを含むものであること。
⑩　「第14項（鉄道車両安全向上設備）」には、平成23年一部改正法附則第7条第19項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第24項を含むものであること。
⑪　「第15項（低床車両）」には、平成23年一部改正法附則第7条第21項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第27項を含むものであること。
⑫　「第16項（新造車両）」には、平成23年一部改正法附則第7条第22項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第29項を含むものであること。
⑬　「第18項（都市利便施設）」には、平成27年一部改正法附則第17条第５項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第16項及び平成23年一部改正法附則第7条第23項の規定により、その例のよることとされた同法による改正前の法附則第15条第31項を含むものであること。
　　なお、地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）適用分については、直接、決定価格及び課税標準額を記載すること。
⑭　「第27項（特定特殊自動車）」には、平成26年一部改正法附則第9条第9項の規定により、その例のよることとされた同法による改正前の法附則第15条第28項を含むものであること。
⑮　「第31項(津波避難施設等)」には、平成27年一部改正法の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第17条第７項を含むものであること。
　　なお、地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）適用分については、直接、決定価格及び課税標準額を記載すること。
⑯　「第34項(熱電併給型動力発生装置)」には、平成27年一部改正法の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第17条第８項を含むものであること。
⑰　「第39項（浸水防止用設備）」には、平成27年一部改正法の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第17条第９項を含むものであること。
なお、地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）適用分については、直接、決定価格及び課税標準額を記載すること。
⑱　「第40項（ノンフロン製品）」の地域決定型地方税制特例措置（わがまち特例）適用分については、直接、決定価格及び課税標準額を記載すること。
⑲　旧法適用分の内容は、次のとおりである。
ア　「旧第3項（公害防止設備）」とは、平成24年一部改正法附則第8条第4項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第3項、平成22年一部改正法附則第11条第4項及び第5項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第4項、平成20年一部改正法附則第10条第7項及び第8項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第4項の表第1号及び第2号、平成18年一部改正法附則第13条第11項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第6項第1号及び第3号、平成16年一部改正法附則第10条第16項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第6項第2号並びに平成14年一部改正法附則第5条第13項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第6項をいうものであること。
イ　「旧第５項（公共危害防止構築物）」とは、平成22年一部改正法附則第11条第6項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第5項、平成20年一部改正法附則第10条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第5項、平成18年一部改正法附則第13条第12項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第7項、平成16年一部改正法附則第10条第17項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第7項、平成14年一部改正法附則第5条第14項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第7項、地方税法等の一部を改正する法律（平成12年法律第4号。以下「平成12年一部改正法」という。）附則第7条第6項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第7項並びに地方税法及び国有資産所在市町村交付金法の一部を改正する法律（平成9年法律第9号）附則第9条第5項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第7項をいうものであること。
ウ　「旧第６項（公害防止優良更新施設）」とは、平成22年一部改正法附則第11条第7項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第6項、平成20年一部改正法附則第10条第10項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第6項、平成18年一部改正法附則第13条第13項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第8項、平成17年一部改正法附則第7条第13項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第8項及び平成14年一部改正法附則第5条第15項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第8項をいうものであること。
エ　「旧第6項（緑化施設）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第11項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第6項をいうものであること。
オ　「旧第７項（産業廃棄物焼却施設等）」とは、平成22年一部改正法附則第11条第8項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第7項、平成18年一部改正法附則第13条第14項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第9項、平成16年一部改正法附則第10条第18項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第9項及び平成14年一部改正法附則第5条第16項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第9項をいうものであること。
カ　「旧第7項（鉄道駅の耐震補強工事）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第12項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第7項をいうものであること。
キ　「旧第8項（廃棄物再生処理用機械設備）」とは、平成24年一部改正法附則第8条第5項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第8項をいうものであること。
ク　「旧第8項（高度テレビジョン放送施設）」には、平成26年一部改正法第9条第6項の規定により、その例によるとされた同法による改正前の法附則第15条第8項及び平成23年一部改正法附則7条第14項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第14項を含むものであること。
ケ　「旧第12項（鉄道駅総合改善事業）」とは、地方税法等の一部を改正する法律（平成25年法律第3号。以下「平成25年一部改正法」という。）附則第11条第2項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第12項をいうものであること。
コ　「旧第14項（旧国際電信電話㈱）」とは、地方税法等の一部を改正する法律（平成5年法律第4号）附則第7条第3項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第14項並びに地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律（平成3年法律第7号。以下「平成3年一部改正法」という。）附則第8条第6項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第13項をいうものであること。
サ　「旧第15項（地方卸売市場）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第17項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第18項、地方税法の一部を改正する法律（平成4年法律第5号）附則第8条第6項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第15項及び地方税法の一部を改正する法律（平成2年法律第14号）附則第6条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第15項をいうものであること。
シ　「旧第15項（広帯域加入者網構築設備）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第15項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第15項及び平成22年一部改正法附則第11条12項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条19項をいうものであること。
ス　「旧第16項（有線テレビジョン放送施設）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第16項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第16項及び平成22年一部改正法附則第11条第14項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条21項をいうものであること。
セ　「旧第17項」とは、平成3年一部改正法附則第8条第7項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第17項（国鉄関連改正法附則第3条第12項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法附則第15条第19項を含む。以下同じ。）をいうものであり、その各区分は、次のとおりである。
ａ　「①（立体交差化施設）」とは、改正前の法附則第15条第17項に規定する償却資産のうち、旧交納付金法附則第17項の表第9号の規定の適用があった償却資産をいうものであること。
ｂ　「②（旧交納付金法附則第19項）」とは、改正前の法附則第15条第17項に規定する償却資産のうち、旧交納付金法附則第19項の規定の適用があった償却資産をいうものであること。
ｃ　「③（旧交納付金法附則第20項）」とは、改正前の法附則第15条第17項に規定する償却資産のうち、旧交納付金法附則第20項の規定の適用があった償却資産をいうものであること。
ソ　「旧第18項（家畜排せつ物管理施設）」とは、平成24年一部改正法附則第8条第7項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第18項をいうものであること。
タ　「旧第19項（指定法人等の大規模外貿埠頭）」とは、地方税法の一部を改正する法律（平成10年法律第27号）附則第6条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第19項をいうものであること。
チ　「旧第20項（水力発電施設の魚道）」とは、平成18年一部改正法附則第13条第19項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第20項をいうものであること。
ツ　「旧第20項（電気通信信頼性向上設備）」とは、平成22年一部改正法附則第11条第13項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第20項をいうものであること。
テ　「旧第20項（貨物鉄道に対する貸付資産）」とは、平成24年一部改正法附則第8条第8項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法附則第15条第20項及び平成22年一部改正法附則第11条第18項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第35項をいうものであること。
ト　「旧第20項（スーパー中枢港湾）」とは、平成26年一部改正法附則第9条第7項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第20項及び平成23年一部改正法附則第7条第25項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第35項をいうものであること。
[bookmark: _GoBack]ナ　「旧第21項（共同研究施設）」とは、平成19年一部改正法附則第6条第6項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第21項をいうものであること。
ニ　「旧第26項（バリアフリー化改良工事）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第20項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第26項をいうものであること。
ヌ　「旧第27項（指定会社等の特定用途港湾施設）」とは、平成26年一部改正法附則第9条第8項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第27項をいうものであること。
ネ　「旧第28項（鉄道事業用駅等大規模改良工事）」とは、平成22年一部改正法附則第11条第16項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第28項をいうものであること。
ノ　「旧第29項（旧交納付金法附則第17項）」とは、平成21年一部改正法附則第8条第7項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第29項及び国鉄関連改正法第2条の規定による改正前の国有資産所在市町村交付金及び納付金に関する法律（以下「旧交納付金法」という。）附則第17項（昭和60年一部改正法附則第16条第3項の規定により、なおその効力を有するものとされる場合を含む。以下同じ。）の表第9号の規定の適用があった償却資産をいうものであること。
ハ　「旧第29項（公共アプリ導入促進設備）」とは、平成25年一部改正法附則第11条第3項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第29項をいうものであること。
ヒ　「旧第34項（事業用太陽光発電設備）」とは、平成24年一部改正法附則第8条第9項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第34項をいうものであること。
フ　「旧第36項（公共荷さばき施設）」とは、平成22年一部改正法附則第11条第19項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第36項をいうものであること。
ヘ　「旧第37項（一般廃棄物処理施設）」とは、平成22年一部改正法附則第11条第20項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第37項をいうものであること。
ホ　「旧第37項（次世代通信網構築設備）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第26項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第37項及び平成22年一部改正法附則第11条第21項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第46項をいうものであること。
マ　「旧第39項（テレワーク電気通信設備）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第27項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第39項をいうものであること。
ミ　「旧第54項（鉄道再生事業）」とは、平成22年一部改正法附則第11条第22項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第54項をいうものであること。
⑷　法附則第15条の2、法附則第15条の3、法附則第16条の２関係
①	　法附則第15条の2第2項の各区分は、次のとおりである。
ア　「①（三島特例）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、次の②から⑬までに掲げるもの又は法附則第15条の3第1項の規定の適用を受けるものを除くものをいうものであること。
イ　「②（新線構築物）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第2項本文の規定の適用を受けるものをいうものであること。
ウ　「③（新線立体交差化施設）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第2項ただし書の規定の適用を受けるものをいうものであること。
エ　「④（新造車両）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法附則第15条第14項の規定の適用を受けるものをいうものであり、平成23年一部改正法附則第7条第22項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第15条第29項を含むものであること。
オ　「⑤（新幹線鉄軌道用資産）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第13項の規定の適用を受けるものをいうものであること。
カ　「⑥（青函・本四鉄道施設）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産で、法第349条の3第14項の規定の適用を受けるもののうち、次の⑦から⑨までに掲げるものを除くものをいうものであること。
キ　「⑦（青函・本四新線構築物）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産で、法第349条の3第14項の規定の適用を受けるもののうち、同条第2項本文の規定の適用を受けるものをいうものであること。
ク　「⑧（青函・本四	新線立体交差化）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産で、法第349条の3第14項の規定の適用を受けるもののうち、同条第2項ただし書の規定の適用を受けるものをいうものであること。
ケ　「⑨（青函・本四	変・送電用資産）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産で、法第349条の3第14項の規定の適用を受けるもののうち、同条第27項の規定の適用を受けるものをいうものであり、平成17年一部改正法附則第7条第8項により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第35項の規定の適用を受けるものを含むものであること。
コ　「⑩（河川事業等に係る鉄軌道用資産）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第15項の規定の適用を受けるものをいうものであること。
サ　「⑪（車庫構築物・立体交差化施設）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、平成17年一部改正法附則第7条第7項により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第21項ただし書の規定の適用を受けるものをいうものであること。
シ　「⑫（変・送電用資産）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第27項の規定の適用を受けるものをいうものであり、平成17年一部改正法附則第7条第8項により、その例によることとされた同法による改正前の法第349条の3第35項の規定の適用を受けるものを含むものであること。
ス　「⑬（鉄道耐震補強設備）」とは、法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法附則第15条第33項の規定の適用を受けるものをいうものであること。
②	　法附則第15条の3の各区分は、次のとおりである。
ア　「①（承継特例）」とは、法附則第15条の3第1項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法附則第15条の2第1項又は第2項の規定の適用を受けるものを除くものをいうものであること。
イ　「②（旧交納付金法附則第17項・立体交差化施設）」とは、法附則第15条の3第1項及び法附則第15条の2第1項の規定の適用を受ける償却資産のうち、旧交納付金法附則第17項の表第9号の規定の適用があった償却資産をいうものであること。
ウ　「③（三島特例）」とは、法附則第15条の3第1項及び法附則第15条の2第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、同条第1項の規定の適用を受けるものを除くものをいうものであること。
エ　「④（三島・旧交納付金法附則第17項・立体交差化施設）」とは、法附則第15条の3第1項並びに法附則第15条の2第1項及び第2項の規定の適用を受ける償却資産のうち、旧交納付金法附則第17項の表第9号の規定の適用があった償却資産をいうものであること。
オ　「旧第2項（基盤整備事業）」とは、平成24年一部改正法附則第8条第10項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法附則第15条の3第2項をいうものであること。
③	　法附則第16条の2の各区分は次のとおりである。
ア	　法附則第16条の2の「旧第2項（三宅村特例）」、「旧第5項（能登半島地震特例）」、「旧第7項（新潟県中越沖地震特例）」の「決定価格」欄には、法第349条の3又は法附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける償却資産にあっては、これらの規定により課税標準とされる額を記載した。
イ　「旧第2項（三宅村特例）」とは、平成25年一部改正法附則第11項第5項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第16条の2第2項をいうものであること。
ウ　「旧第5項（能登半島地震特例）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第33項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第16条の2第5項をいうものであること。
エ　「旧第7項（新潟県中越沖地震特例）」とは、平成23年一部改正法附則第7条第34項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第16条の2第7項をいうものであること。
オ　「旧第11項（立体交差化施設）」とは、平成12年一部改正法附則第7条第18項の規定により、なおその効力を有するものとされた同法による改正前の法附則第16条の2第11項をいうものであること。
⑸	　法附則第56条、法附則第56条の2関係
①　法附則第56条の各区分は次のとおりである。
ア　「第12項（東日本大震災・津波被災）」の「決定価格」欄には、法第349条の3、法附則第15条（第27項を除く。）から第15条の3まで又は法附則第56条の2第4項の規定の適用を受ける償却資産にあっては、これらの規定により課税標準とされる額を記載した。
イ　「第15項（東日本大震災・居住困難区域）」には、平成24年一部改正法附則第8条第14項の規定により、その例によることとされた同法による改正前の法附則第56条第15項を含むものであること。
②　法附則第56条の2の各区分は、次のとおりである。
ア	　法附則第56条の2第3項の各区分は、次のとおりである。
ａ　「②（被災代替鉄道施設等）」とは、法附則第56条の2第3項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法附則第56条第12項の規定の適用を受ける償却資産をいうものであること。
イ	　法附則第56条の2第4項の各区分は、次のとおりである。
ａ　「①（特定地方交通線）」とは、法附則第56条の2第4項の規定の適用を受ける償却資産のうち、次の②から⑤までに掲げるものを除くものであること。
ｂ　「②（新線構築物）」とは、法附則第56条の2第4項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第2項本文の規定の適用を受けるものをいうものであること。
ｃ　「③（新線立体交差化施設）」とは、法附則第56条の2第4項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第2項ただし書の規定の適用を受けるものをいうものであること。
ｄ　「④（河川事業鉄軌道用資産）」とは、法附則第56条の2第4項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第15項の規定の適用を受けるものをいうものであること。
ｅ　「⑤（変・送電用資産）」とは、法附則第56条の2第4項の規定の適用を受ける償却資産のうち、法第349条の3第27項の規定の適用を受けるものをいうものであること。

４　償却資産の段階別納税義務者数等に関する調
　　本調は、すべての償却資産について、段階別に納税義務者数及び課税標準額を調査したものである。したがって、法定免税点未満の償却資産も調査の対象となっている。
　なお、「計の内訳」の欄には、総務大臣又は道府県知事が価格等を配分した償却資産（法定免税点未満のものを含む。）及び道府県知事が価格等を決定した大規模の償却資産（道府県において課する部分を含む。）についてそれぞれ当該償却資産に係る納税義務者数及び課税標準額を記載した。
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